
姫路市における
データ利活用の推進について

- データを活用した持続可能なまちづくりのために -

1

姫路市総務局情報政策室
原 秀樹

2019-5-17



●平成31年度当初予算
３８７，１０７百万円（一般会計 ２２１，５００百万円）

姫路市は「地方中枢拠点都市制度」の提唱市として、現在、「播磨圏
域連携中枢都市圏」を近隣の8市8町と構成しています。

□姫路市の人口等

●総人口：５３０，３０９人 ※兵庫県２位
（男：２５６，１６８人、女：２７４，１４１人）

●世帯数： ２１９，８４０世帯
●面 積： ５３４．３５平方km

平成３１年４月１日現在

出典：『ひめじ創生戦略～ふるさと・ひめじにプラスワン～〔人口ビジョン〕〔総合戦略〕』平成28年3月
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●東：神戸市－約５０㎞
大阪市－約８０㎞

西：岡山市－約７０㎞

●県内第2位の製造品出荷額

●北部：森林丘陵地や田園
標高700~900ｍ級の山並み

中南部：ＪＲ姫路駅中心に市街地
南部：大小４０余りの島が点在

□姫路市の特色

●書写山円教寺

●最北部の山あいの集落

●家島諸島

●世界文化遺産・国宝姫路城

●姫路駅北駅前広場
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播磨圏域を形成する各市町及び面積・人口

 姫路市と近隣の７市８町が一対一で連携協約を締結して形成（連携中枢都市圏自身に法人格なし）
 「圏域全体の経済成長のけん引」、「高次の都市機能の集積・強化」、「圏域全体の生活関連機能サービスの向

上」の取り組みを通じて、人口減少社会においても、活力ある圏域を維持することを目的としている。

都道府県別人口比較

（出典）総務省「平成27年国勢調査」 （人）

都道府県別経済規模比較
 【総生産（名目）：平成 25 年度】 【製造品出荷額等：平成 26 年】 

(資料)内閣府「国民経済計算」兵庫県「市町民経済計算」 (資料)経済産業省「工業統計表」 
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姫路市への通勤通学割合

20%以上 10%以上20%未満

5%以上10%未満

□播磨圏域連携中枢都市圏
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背景・課題

住民レベルでの行政サービス利用状況や動き
等を可視化できる住民情報統合データベース
と連携したデータ分析基盤を構築

統合
ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ

行政情報
分析

ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ

住民基本台帳システム

生活保護システム

国民健康保険システム

介護保険システム

税総合システム

共通基盤システム業務システム

連携

行政情報分析基盤

抽象化

・
・

庁内
ビックデータ

職員自ら素早く分析
結果を分かりやすく表示

↓
意思決定資料の充実

データを根拠とした
・政策立案
・業務改革
・施策評価

人口減少社会の進展など、自治体を取り巻く環境が大きく変化する中、市民が納得できる行政経営
を行うためには、職員の経験やスキルだけに頼るのではなく、客観的事実（データ）から、地域の
特性や課題、ニーズを把握しつつ、施策・事業を展開することが重要

 施策・事業の企画立案やＰＤＣＡを情報面か
ら支援。効率的・効果的な業務の実施

 職員一人ひとりの行政マネジメント力向上

解決策 効果

□行政情報分析基盤の構築（平成28年度～）

EBPMの推進

データを活用
して政策立案

生の個人情報

データ連携基盤

マイナンバー対応、情報システム最適化事業で整備

統合宛名
ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ
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行政（市）が保有する情報

□行政が保有するデータと利活用の形態

業務データ
(個人情報)

統計情報

業務データ
(非個人情報)

オープンデータ

統計情報

オープンデータ

庁内利活用 外部提供・公開

非公開項目
除去

非識別加工情報
(個人情報)

匿名加工情報
(非個人情報)

非識別加工

統計処理

業務データ
（個人情報）

分析
(抽出処理)

分析用
抽象化

業務データ
（個人情報）

統計情報

分析
(統計処理)

抽象化
(プライバシー
リスク低減)

姫路市
行政情報分析基盤

姫路市は条例対応未
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□行政情報分析基盤のデータ取扱と情報保護対策

統合
DB機能

業務ＤＢ業務ＤＢ

統合宛名
ＤＢ

行政情報
分析ＤＢ

住民情報関係システム

業務システムＡ 業務システムＢ 行政情報分析
ツール

業
務
シ
ス
テ
ム

情報共通基盤

分析基盤
※データ暗号化

●識別番号は不可逆変換

生の個人情報

データの保存年限は元の事務の文書取扱いに準じる

ビッグデータとして生の個人情報を蓄積することはできない

過去からの推移・比較をする分析はできない

抽象化された業務ごと・個人ごとの情報

業務担当所管が業務目的で分析に利用

分析用ビッグデータとしてデータを蓄積

ビッグデータから
過去からの推移・比較をする分析が可能

（将来予測分析等に有用）

●元データとの突合不可

●利用者ごとに権限設定

●分析利用履歴はログ保存

●分析DBは直接参照不可
分析ツールから統計処理
結果でしか表示できない

●データは暗号化
分析DBを複写しても判読
不可

必要な時に、必要な分析を、
鮮度の高い情報をもとに、
スピーディに、負担なく、高いセキュリ
ティ環境で実施

他業務のデータを利用したい場合は、
元データ保有課にデータ利用の手続き

利用
ログ

部局横断的
データ利活用

アクセス制御

共
通
基
盤

抽象化
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□行政情報分析機能のご紹介
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全市

地域ブロック

中・小学校区

行政町

転居（市内異動状況） 転出 転入
転出入（推移表示）

住民異動分析

人口分析 ※共通して、男・女／年齢区分で絞り込み
できるなど、深堀分析が可能

□行政情報分析機能のご紹介 ～人口・住民異動分析～
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□行政情報分析機能のご紹介 ~世帯分析～
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□行政情報分析機能のご紹介 ~世帯分析～
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人口減少社会の
進展

地域事務所・支所・駅前市役所・出張所・サービスセンター（27か所）
における証明書発行状況（件数と利用者の分布）

現在の質と量のまま公共施設
や行政サービスを維持するは、
将来負担の観点から懸念

人口減少の進行を緩和させ
るためには、地域が活力を維
持し続けることが重要

公共施設や行政サービスを
効率的・効果的に最適化

公共施設等総合管理計画

ひめじ創生戦略

行政情報分析基盤

件数 証明書のコスト

利用者分布 施設のニーズ

 どの地域の住民が利用している？

 地域住民のどの程度が利用してい
る？

□出先機関行政窓口の利用状況分析

 コンビニ交付の利用状況分析
 マイナンバーカードの交付状況分析（年齢別、男女別、地域別）

平成３０年度、次の分析機能を追加
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□平成29年度総務省実証・保育所適正配置計画関係分析

No. 作業 概要
現状

データ収集時間
現状

作業時間
実証結果

データ収集時間
実証結果
作業時間

1
小学校区
別年齢別
児童数

外国人を含む数
値のデータ入力、
地域ブロック別に
加工。コーホート
（変化率）による推
計人口算出。

24時間 32時間

0時間

※週次に自動で
最新データを取
込み

5分～10分

2 施設利用
人数

地域ブロックごと
の利用児童数に
加工。年齢別保育
利用率の推移の
把握

24時間 26時間

0時間

※定期作業とし
て、共通基盤へ
取り込む運用

5分～10分

3
施設利用
個別デー
タ

小学校区、年齢、
認定区分でクロス
集計。地域ブロッ
ク別に加工。（区
域間利用状況の
把握、区域ことの
利用割合の算出）

26時間 50時間

2時間

※定期作業とし
て、共通基盤へ
取り込む運用を
想定し、作業を
不要とする予定

5分～10分

4
認可外保
育施設利
用児童数

地域ブロック別に
把握。（施設所在
地）

24時間 6時間

0時間

※定期作業とし
て、共通基盤へ
取り込む運用

5分～10分

※こども政策課担当者へのヒアリング結果 13



□国保特定健診分析

※国民健康保険課担当者へのヒアリング結果

分析基盤利用前 分析基盤利用後

分析 データ収集時間
データ分析
加工時間

データ収集時間
データ分析
加工時間

①特定健診受診者状況 １時間 １０日

※①~⑤の集計結

果をもとに、小学校
区で色分けした全
市マップを作成
（１種類）

１時間 １０時間

※①~⑤について、

全市マップだけでは
なく、地域毎のマッ
プ作成や抽出条件
を変えた多様な分
析結果の作成が可
能となった。

②HbA1c有所見状況
③LDL有所見者状況
④血圧有所見者状況

⑤メタボリックシンドロー
ム該当・予備軍状況

２時間 ２時間

地域ごとの用途に合わせた啓発
チラシが、簡単に、素早く作成可
能に！
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□行政情報分析基盤の利用者アンケートの実施

0 2 4 6 8

かなり図れている

多少図れている

変わらない

図れていない

8

2

3

0

1.行政情報分析基盤を利用する前

に比べて分析の効率化は図れてま

すか。

0 2 4 6

かなり上がっている

多少上がっている

変わらない

上がっていない

6

3

4

0

2.行政情報分析基盤を利用する

前に比べて分析の精度は上がっ

ていますか。

行政情報分析基盤利用部署：７部署（市長公室、市民局、健康福祉局）
アンケート回答： １３件
分析できる機能： 人口分布・人口異動

出先機関利用状況分析（住基システム分のみ）
国民健康保険特定健診
子育て環境（保育施設関係）
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100%

0%

5-1.自身の所属する事業に関して、

データを分析し、活用することは必

要だと思いますか。
必要 不要

□行政情報分析基盤の利用者アンケートの実施②

39%

38%

8%

15%

3-2.あると答えた方に質問です。

分析する上で困っていることはあ

りますか。

データがない

分析の仕方が分からない

分析するためのツールがない

91%

9%

4-1.他の業務も組合わせた分析

を行っていきたいと考えています

か。
行いたい 行いたくない

92%

8%

3-1.今後データ分析したい事柄

などはありますか。

ある ない
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□行政情報分析基盤の利用者アンケートの実施③

6.最後に、行政情報分析基盤を利用して業務を行うことについてどう思いますか。

 クロス集計のように複数の情報を掛け合わせて、分かりやすく表示することで、対
象や目的に合った啓発を行っていくことができる。

 日常の業務に追われながら、中々手を付けにくい分野なので、このような分析基
盤があると効率的に業務を進めることができる。

 施設総合管理計画に基づき、出先事務所の再編の在り方を検討するにあたり、
各出先事務所の具体的な利用状況を把握し、適正配置につなげ、費用対効果を
上げることが重要と考えている。

 情報の見える化と共有は重要。姫路市の人口動態のみならず、経営状況を見え
る化し、職員が日次レベルでコスト意識をもって職務に能動的に専念する環境構
築が必要。

 今までに無かった情報を利用できるので、新たな視点での情報分析が可能。

 今後、業務の比重や負担割合などもデータで視覚出来ると業務効率の改善にも
役立つ。将来的には全職員でデータを共有出来るようにしてもらいたい。
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18「地方公共団体におけるデータ利活用ガイドブック（2018年6月）」の概要①

地方公共団体が、個人情報の保護にも配慮しつつ、その保有するデータを部局・分野横断的に活用し
て効果的な政策立案や住民サービスの向上等に取り組むための手引書として、「地方公共団体におけ
るデータ利活用ガイドブック（2018年6月）」を策定。

 ICT担当部署のみならず、子育て・介護・環境・防災・都市計画等様々な分野の担当職員を読者とし
て想定し、データ活用にあたっての手順をわかりやすく整理。

ステップ１

目的を定めよう

ステップ２

サービス内容を考えよう

ステップ３

実現方法を考えよう

ステップ４

サービスを開発しよう

ステップ５

効果や課題を確認しよう

3-1：どのようなデータが必要か明らかにしよう

3-2：データを使うための手続を確認しよう

3-3：データの入手・共有方法を確認しよう

3-４：データを使った後に行うことを確認しよう

第1章
なぜ今、データ活用が必要なのか

第2章
データを活用した行政サービス改革

第3章
データを活用した

行政サービス開発の進め方

第4章
地方公共団体における

データを活用した行政サービス事例集

ガイドブックの全体構成

付録
１．データ活用検討のためのワークシート
２．データアカデミー実施概要
３．姫路市のデータ分析基盤に対する個

人情報リスク評価（PIA） スライド出典：総務省



□姫路市行政情報分析基盤のＰＩＡ

【評価書の構成】

１ 本評価の範囲・対象
２ 姫路市分析基盤は、どのようなものか
３ 期待される効果
４ 姫路市分析基盤の全体像
５ 姫路市分析基盤で個人情報をどのように取り扱うか
６ 情報を分析することで、住民等に不利益処分等が

なされることはないか
７ 個人情報を不正にのぞき見・外部提供等されないか
８ 個人情報が漏洩しないか
９ 統計情報のための適切な加工がなされるか
１０ なぜ分析基盤をもうけるのか
１１ なぜ本人から同意を得ないのか
１２ その他のリスク対策（個人情報の取得に際して）
１３ 同 （個人情報の利用・提供に関して）
１４ 同 （個人情報の安全管理措置に関して）
１５ 同 （個人情報の管理に関して）
１６ 同 （全般に関して）
１７ 個人情報保護条例への適合性
１８ まとめ
１９ 第３者コメント（総務省有識者会議）
２０ 第３者コメント（ＡＰＰＬＩＣ）
２１ 水町雅子コメント

 姫路市行政情報分析基盤での個人情報の取り扱い方法やそのリスク、プライバシーに与える影
響を明らかにする取組みとして、個人情報リスク評価を実施

 総務省「地方公共団体におけるデータ利活用ガイドブック（2018年6月）」の付録資料として公
表（市HPでも公表）

評価及び評価書の作成は、番号制度の立案（特
にマイナンバー法立案作業、プライバシー影響
評価（ＰＩＡ，特定個人情報保護評価）立案）
に従事された水町雅子弁護士が実施

個人情報の保護、プライバシー権の保護は当然ながら大変重要であ
り、公権力として住民等の情報を取り扱っている以上、極めて高い意
識・努力が市には要請される。もっとも、個人情報はただ厳重にサー
バや書庫にしまっておけばよいというものではなく、地方公共団体と
して求められる質の高い行政サービス・業務実施・住民サービス向
上のために、必要な利活用を、保護と同時に行っていく必要がある。
官民データ活用推進基本法も平成２８年に成立しており、保護と利
活用の両立は、今後とも各地方公共団体において共通する重要課
題となると考える。（一部抜粋）
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□姫路市行政情報分析基盤のＰＩＡ

個人情報を元とするデータ分析を推進するためには、その機能の構築・運用するうえで、制度面とシステ
ム面の両方から必要な措置（手続・対策）を講じ、また、その内容を「評価」し、住民に明らか（ 「公
表」 ）にすることが、より望ましいと考える。

個人情報を元とするデータによるＥＢＰＭを推進するためには

分析環境(システム)の対策個人情報保護条例
データ保護規程等の手続き
※条例手続では、統計として目的外利
用規制の対象外となっている場合は不要

ＰＩＡ
Privacy Impact/Risk 

Assessment

△

〇

◎

ＰＣローカルディスクやサーバ共
有フォルダにデータを置き、表計
算ソフトなどのソフトで分析

無

×
実施

実施

実施

ＤＢソフト等＊にデータを置き、ア
クセス権限、ログの取得・監視な
どセキュリティ対策を実施
（＊パスワード付き・暗号化ファイルなど）

ＤＢソフト等にデータを置き、アク
セス権限、ログの取得・監視など
セキュリティ対策を実施
個人情報は「抽象化」して利用

無

実施 より望ましい

一般的な
取組レベル

個人情報の取り扱いが難しいなかで・・・

「分析」という目的で、庁内部局・横断的に個人情報を取り扱うため、制度面＋システム面＋個人情報リスク評価
により、データ利用の透明性を確保
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□データを活用した持続可能なまちづくりのために

地域特性の把握
地域のニーズ・課題の把握

勘・経験・思い込み
データを活用できていない
ＩＴを十分に活用できてない
これまでの仕事の仕方が一番

政策立案
施策・事業のＰＤＣＡ

事務の見直し・業務改革
職員の働き方改革

データを根拠とした政策立案、ＰＤＣＡ
ＩＴ活用を前提とした仕事のやり方

人口減少・生産年齢人口の減少、少子高齢化の進展

データ活用基盤
新しい情報技術

AI、RPAなど
ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰ基盤
カード、JPKI

安全な
情報基盤

ＩＴ推進人材
ＩＴ利活用人材

情報基盤 情報技術 情報人材

官民データ活用推進計画（策定予定）

21

データが蓄積
される仕組み

EBPMの推進



□ＥＢＰＭにおけるデータ活用

問題・課題共有 達成すべき目標

政策・施策・事業
【活動／アウトプット】

期待される成果

成果
【アウトカム】

投入資源
【インプット】

モニタリング

政策立案

アカウンタビリティ

現状把握

科学的・客観的なデータを用いて説明

限られた資源を
効率的・効果的に利用

ＫＰＩ設定

評価

効果検証

行政の透明性の向上 22



（参考）ＥＢＰＭの推進

ＥＢＰＭ：Evidence based Policy Making

「証拠に基づく政策立案」

官民データ活用推進基本法

（基本理念）
第3条第3項

官民データ活用の推進は、国及び地方公共団体における施策の
企画及び立案が官民データ活用により得られた情報を根拠として
行われることにより、効果的かつ効率的な行政の推進に資すること
を旨として、行われなければならない。

政策の企画をその場限りのエピソードに頼るのではなく、政策目的を明
確化したうえで合理的根拠（エビデンス）に基づくものとすることです。
政策効果の測定に重要な関連を持つ情報や統計等のデータを活用した
EBPMの推進は、政策の有効性を高め、国民の行政への信頼確保に資
するものです。 （内閣府ホームページ（https://www.cao.go.jp/others/kichou/ebpm/ebpm.html）より）
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（参考）ＥＢＰＭ取組みの背景・意義

 これまでの我が国の政策決定においては、局所的な
事例や体験（エピソード）が重視されてきたきらいが
ある

 過去の「慣行」で行われてきた政策は、本来の政策
目標達成のため実効性に欠けるものがある

出典：「ＥＢＰＭ（エビデンスに基づく政策立案）に関する有識者との意見交換会報告（議論の整理と課題等） 平成30年10月
総務省 ＥＢＰＭに関する有識者との意見交換会事務局」を元に作成

限られた資源を効果的・効率的に利用し、行政への信頼
性を高めるために政策を形成していくことは重要

エビデンスに基づく政策立案の推進が必要

24



□IT推進人材・IT利活用人材の育成①

25

情報化推進研修

 ICTを活用した窓口業務改革を推進するため、部門別に実施

（H30.12 健康福祉局、H31.3 市民局市民生活部）

 講義＆ワークショップを組み合わせて実施

＜研修内容＞

・局長（部長）講話
・講義① 国の動向、自治体の課題
・ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ① 課題洗い出しと分類
・講義② 最新のICT技術等と他都市事例紹介
・講義③ 姫路市の取組方針
・ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ② 業務改革テーマ設定と必要な取組検討
・発表＆講評

 対象：各所属情報化リーダー及び希望者



□IT推進人材・IT利活用人材の育成②

26

データ利活用研修

 庁内データ利活用を推進するため、平成28年度から毎年実施

 第１部：講義、第２部：データ分析基盤体験研修

＜平成３０年度の研修内容＞

【第１部】 講義：他都市の取組
・講義：他都市の取組 大津市、つくば市（各６０分）

【第２部】
・行政情報分析基盤の体験型研修
行政情報分析基盤の機能と操作説明
人口分析機能を使った演習

 対象：各所属情報化リーダー及び希望者

アンケートから庁内
分析ニーズを把握



□「データ活用型公務員」の育成の取組

データ利活用型職員の育成ノウハウを習得し、自律的・継続的に人材育成ができる手法の確立を目
指す。

播磨圏域連携中枢都市圏の各市町の「地方創生総合戦略」や「播磨圏域連携中枢都市圏ビジョ
ン」で記載している事業の効果検証（ＫＰＩ）や新規事業の企画・立案を行う場合、これまで以上に
前提となる現状課題やニーズの把握、事業実施効果の検証を行うことが重要であり、データ分析に基
づく適正な指標の設定及び定量的な目標値の設定が求められている。

平成３０年度 総務省『課題解決型自治体データ庁内活用支援事業・
「データ活用型公務員」育成手法の検証』事業を活用

播磨圏域連携中枢都市圏各市町の企画、情報政策、
子ども政策担当者によるデータアカデミー研修を実施

講師：CODE for Japan市川博之氏

参加自治体：姫路市、相生市、加古川市、赤穂市、
高砂市、たつの市、稲美町、播磨町、
太子町、上郡町（計10市町）
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〇共通課題の認識
• 播磨圏域の職員が共通のデータに基づき、共通の課題を認識できた

• 播磨圏域の職員で課題を共有できた

• ワークショップ形式で進め、自治体のデータを分析、指標作成と実践的な取
組を行うことができ、播磨地域の状況を知ることができた

〇他市町の現状の把握
• 他市町の現状が分かった

• 他自治体の考え方や現状を担当者から聞くことができた

〇圏域内での人的ネットワークの構築
• 播磨圏域の市町職員のネットワークを構築する契機となった

• 横の繋がりができた

一方、課題も…
• 自治体規模の違いにより、同じ課題に対して認識の差異が生じる場合
があった

• 圏域内で同じデータが揃わないため、圏域全体の指標として使えない

（参加者アンケートより）
28

□播磨圏域で研修を実施した効果と課題



播磨圏域連携中枢都市圏域に拡大

庁内横断型データ利活用環境の構築 庁
内
利
用
手
法
の
標
準
化

姫路市行政情報分析基盤

 庁内横断分析 から 圏域横断分析 へ
 RESASの活用促進

 データ加工手法の確立
 庁内利用の匿名加工手法の確立
 分析手法の確立（分析ツールの開発）
 情報取扱手法の確立

分析の実施
 人口・人口動態の分析
 システムログからの分析
 税、社会保障関係業務情報の分析

RESAS（全国）

圏域分析

庁内分析

非
識
別
加
工
／
匿
名
加
工

住民情報を元とする
オープンデータを提供

平成28年度～30年度で構築

□姫路市行政情報分析基盤の今後の展開（将来イメージ）

現状では
難しい

Ｈ31クラウドサービスに移行
【行政情報分析基盤 for 

LGWAN-ASP】

将来的には・・・

EBPMの推進

AIを活用したビッグデ
ータ分析の研究が必要

匿名加工情報の提供

29

庁内展開


